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議案第３７号 

 

令和７年度千早赤阪村一般会計補正予算（第３号） 

 

令和７年度千早赤阪村の一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところ

による。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ５７，６８７千円を減額し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４，５５３，７１４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加及び変更は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の追加及び変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

令和７年６月１８日提出 

 

 千早赤阪村長 菊井 佳宏   

 

 

 

 

 

 

 

 

 



　１　歳　入 (単位 : 千円)

15 国庫支出金 417,749 2,229 419,978

1 国庫負担金 242,697 350 243,047

2 国庫補助金 173,112 1,879 174,991

16 府支出金 317,120 854 317,974

1 府負担金 145,459 175 145,634

2 府補助金 144,472 145 144,617

3 府委託金 27,189 534 27,723

19 繰入金 1,038,222 △78,231 959,991

1 基金繰入金 1,034,522 △78,231 956,291

21 諸収入 89,072 1,561 90,633

3 雑入 79,208 1,561 80,769

22 村債 157,200 15,900 173,100

1 村債 157,200 15,900 173,100

4,611,401 △57,687 4,553,714

計

 第　１　表　　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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款 項 補正前の額 補 正 額

 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 



　２　歳　出 (単位 : 千円)

1 議会費 73,006 503 73,509

1 議会費 73,006 503 73,509

2 総務費 1,014,155 △75,955 938,200

1 総務管理費 903,758 △80,115 823,643

2 徴税費 71,590 3,626 75,216

4 選挙費 28,476 534 29,010

3 民生費 988,109 15,423 1,003,532

1 社会福祉費 787,234 12,205 799,439

2 児童福祉費 200,816 3,218 204,034

4 衛生費 396,328 1,084 397,412

1 保健衛生費 283,276 1,084 284,360

5 農林水産業費 83,554 362 83,916

1 農業費 55,475 362 55,837

2 林業費 28,079 0 28,079

6 商工費 591,382 △2,002 589,380

1 商工費 591,382 △2,002 589,380

7 土木費 436,157 5,205 441,362

1 土木管理費 175,903 4,205 180,108

3 都市計画費 156,433 1,000 157,433

8 消防費 189,399 6,113 195,512

1 消防費 189,399 6,113 195,512

9 教育費 464,039 △8,420 455,619

1 教育総務費 270,812 △9,220 261,592

5 保健体育費 83,341 800 84,141

4,611,401 △57,687 4,553,714

補 正 額 計
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款 項 補正前の額

 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 



第　２　表　　債 務 負 担 行 為 補 正

追加

変更

脱 酸 素 装 置 リ ー ス 料
令和８年度から
令和13年度まで

１，３９７千円

１７，１６２千円

大 阪 広 域 水 道 企 業 団 負 担 金
令和８年度から
令和９年度まで

例 規 シ ス テ ム 更 新 事 業
令和８年度から
令和12年度まで

１５，９５０千円

期　　　間 限　度　額 期　　　間

１０４，５０９千円合　　　　　　　　計

限　　度　　額期　　　　間

令和８年度

事　　　　　項

基 幹 業 務 シ ス テ ム 標 準 化 移 行 業 務
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７０，０００千円

令和７年度から
令和12年度まで

１１８，８００千円

限　度　額

標準化システム用ハードウェ
ア及び周辺機器等使用料

事　　項
補　　　正　　　前

令和８年度から
令和13年度まで

１１８，８００千円

補　　　正　　　後



追加

千円 年％以内 年以内 年以内

５．０
　
(ただし、利
率見直し方
式で借り入
れる場合
は、利率見
直しを行っ
た後におい
ては、当該
見直し後の
利率)

変更

千円 年％以内 年以内 年以内

５．０
　
(ただし、利
率見直し方
式で借り入
れる場合
は、利率見
直しを行っ
た後におい
ては、当該
見直し後の
利率)

政　  　府
 

地方公共団
体金融機構
   

そ  の  他

10 2

半年賦又は
年賦元利均
等、元金均
等又は満期
一 括 償 還

政府資金につ
いては、その
融資条件によ
り、その他の
場合には、そ
の債権者と協
定するものに
よる。ただ
し、村財政の
都合により据
置期間及び償
還期限を短縮
し、もしくは
繰上償還又は
借換えするこ
とができる。

起 債 の 目 的

30 5

政府資金につ
いては、その
融資条件によ
り、その他の
場合には、そ
の債権者と協
定するものに
よる。ただ
し、村財政の
都合により据
置期間及び償
還期限を短縮
し、もしくは
繰上償還又は
借換えするこ
とができる。

半年賦又は
年賦元利均
等、元金均
等又は満期
一 括 償 還

全国瞬時警報シ
ステム新型受信
機更新事業

起 債 の 目 的

補　　　　　　　　　　　　正　　　　　　　　　　　　前

利率 資 金
区 分

償        還        の        方        法

起債の方法
そ の 他

償 還
期 限

政　  　府
 

地方公共団
体金融機構
   

そ  の  他

水道事業一般会
計出資債

普 通 貸 借
(証書借入)
又 は
証 券 発 行

69,100 
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第　３　表　　地 方 債 補 正

限度額 左のうち
据置期間

償 還
方 法

限度額 起債の方法 利率

償        還        の        方        法

資 金
区 分

償 還
期 限

左のうち
据置期間

償 還
方 法

そ の 他

4,300 

普 通 貸 借
(証書借入)
又 は
証 券 発 行



千円

償        還        の        方        法

80,700 

償 還
期 限

補正前のとおり

利率限度額 左のうち
据置期間

償 還
方 法

資 金
区 分

起債の方法

補　　　　　　　　　　　　正　　　　　　　　　　　　後

その他
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 １　総　括

（単位 : 千円）

15 国庫支出金 417,749 2,229 419,978

16 府支出金 317,120 854 317,974

19 繰入金 1,038,222 △78,231 959,991

21 諸収入 89,072 1,561 90,633

22 村債 157,200 15,900 173,100

4,611,401 △57,687 4,553,714
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  款 計補正前の額 補　正　額

　　（歳　入）

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

歳　　入　　合　　計



1 議会費 73,006 503 73,509

2 総務費 1,014,155 △75,955 938,200

3 民生費 988,109 15,423 1,003,532

4 衛生費 396,328 1,084 397,412

5 農林水産業費 83,554 362 83,916

6 商工費 591,382 △2,002 589,380

7 土木費 436,157 5,205 441,362

8 消防費 189,399 6,113 195,512

9 教育費 464,039 △8,420 455,619

4,611,401 △57,687 4,553,714
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款 計

歳　出　合　計

  （歳　出）

補正前の額 補　正　額



（単位 : 千円）

503

534 △76,489

2,229 320 12,874

11,600 △10,516

3,850 △3,488

△2,002

5,205

4,300 1,561 252

△8,420

2,229 854 15,900 5,411 △82,081
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地方債

特　　　　　　定　　　　　　財　　　　　　源

その他
一　般　財　源

国庫支出金 府支出金

補 　　正 　　額 　　の 　　財 　　源 　　内 　　訳



2  歳　入
(款)15 国庫支出金 (項) 1 国庫負担金

 1 民生費国庫負担金 216,789 350 217,139

242,697 350 243,047

(款)15 国庫支出金 (項) 2 国庫補助金

 2 民生費国庫補助金 39,781 1,879 41,660

173,112 1,879 174,991

(款)16 府支出金 (項) 1 府負担金

 1 民生費府負担金 125,901 175 126,076

145,459 175 145,634

(款)16 府支出金 (項) 2 府補助金

 2 民生費府補助金 64,794 145 64,939

144,472 145 144,617

(款)16 府支出金 (項) 3 府委託金

 1 総務費府委託金 20,791 534 21,325

27,189 534 27,723

(款)19 繰入金 (項) 1 基金繰入金

 1 財政調整基金繰入金 398,844 △82,081 316,763

11 森林環境譲与税基金繰入金 14,483 3,850 18,333

1,034,522 △78,231 956,291

(款)21 諸収入 (項) 3 雑入

 1 雑入 79,208 1,561 80,769

79,208 1,561 80,769

一般会計

計

計

計補正前の額 補　正　額目

計

計補正前の額 補　正　額目

計

計補正前の額 補　正　額目

計

計補正前の額 補　正　額目

計

計補正前の額 補　正　額目

計

計補正前の額 補　正　額目
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目 補正前の額 補　正　額 計



（単位：千円）

 1 社会福祉費負担金 350 補装具費負担金

（単位：千円）

 1 社会福祉費補助金 1,879 障害者自立支援給付支払等システム改修補助金

（単位：千円）

 1 社会福祉費負担金 175 補装具費負担金

（単位：千円）

 3 児童福祉費補助金 145 新子育て支援交付金

（単位：千円）

 4 選挙費委託金 534 参議院議員通常選挙委託金

（単位：千円）

 1 財政調整基金繰入 △82,081 財政調整基金繰入金

金

 1 森林環境譲与税基 3,850 森林環境譲与税基金繰入金

金繰入金

（単位：千円）

 1 雑入 1,561 消防団員退職報償金

説　　   明
区　　分 金　額

節

説　　   明
区　　分 金　額

節

説　　   明
区　　分 金　額

節

説　　   明
区　　分 金　額

節

説　　   明
区　　分 金　額

節

説　　   明
区　　分 金　額

節
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区　　分
説　　   明

節

金   額



(款)22 村債 (項) 1 村債

 3 衛生債 72,100 11,600 83,700

 7 消防債 4,700 4,300 9,000

157,200 15,900 173,100

一般会計

計
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補正前の額目 補　正　額 計



（単位：千円）

 1 保健衛生債 11,600 水道事業一般会計出資債

 3 防災対策事業債 4,300 全国瞬時警報システム新型受信機更新事業

区　　分
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説　　   明

節

金   額



3  歳　出

(款) 1 議会費 (項) 1 議会費

 1 議会費 73,006 503 73,509 503

73,006 503 73,509 503

(款) 2 総務費 (項) 1 総務管理費

 1 一般管理費 414,293 △4,854 409,439 △4,854

 4 財産管理費 47,207 15 47,222 15

 7 企画管理費 60,532 193 60,725 193

 8 電子計算費 334,928 △75,469 259,459 △75,469

903,758 △80,115 823,643 △80,115

(款) 2 総務費 (項) 2 徴税費

 1 税務総務費 58,353 3,626 61,979 3,626

一般会計

一般財源
国庫支出金 府支出金

計

補正前の額 補 正 額

その他

特　定　財　源

地方債

補 正 額 の 財 源 内 訳

計目

一般財源
国庫支出金 府支出金

計

補正前の額 補 正 額

その他

特　定　財　源

地方債

補 正 額 の 財 源 内 訳

計目
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計

補 正 額 の 財 源 内 訳

目
一般財源

府支出金

補正前の額 補 正 額

国庫支出金 地方債 その他

特　定　財　源



（単位：千円）

 1 報酬 128  職員人件費 308

 2 給料 154      一般職給 154

 3 職員手当等 221      職員手当等 154

 4 共済費 19  会計年度任用職員人件費 195

 8 旅費 △19      会計年度任用職員報酬 128

     職員手当等 67

     職員共済組合等負担金 19

     費用弁償 △19

（単位：千円）

 1 報酬 500  職員人件費 △5,700

 2 給料 △5,214      一般職給 △5,214

 3 職員手当等 451      児童手当 770

 4 共済費 △616      職員手当等 △640

 8 旅費 25      職員共済組合等負担金 △616

 会計年度任用職員人件費 846

     会計年度任用職員報酬 500

     職員手当等 321

     費用弁償 25

11 役務費 15  その他財産維持管理費 15

     保険料 15

 8 旅費 188  政策推進費 193

18 負担金、補 5      普通旅費 188

助及び交付      全国過疎地域連盟負担金 5

金

11 役務費 △1,925  住民情報系ネットワーク運用事業費 △75,469

12 委託料 △61,664      通信運搬費 △1,925

13 使用料及び △11,880      標準準拠システムへの移行及び構築業務委託料 △30,448

賃借料      標準化システム保守管理委託料 △31,216

     標準化システム用ハードウェア及び周辺機器等使用料 △11,880

（単位：千円）

 2 給料 436  村税還付事業費 2,000

 3 職員手当等 418      過誤納還付金 2,000

 4 共済費 772  職員人件費 1,616

節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額
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節

説　　   明
区　　分 金   額



71,590 3,626 75,216 3,626

(款) 2 総務費 (項) 4 選挙費

 7 参議院議員選挙費 10,416 534 10,950 534

28,476 534 29,010 534

(款) 3 民生費 (項) 1 社会福祉費

 1 社会福祉総務費 410,268 12,209 422,477 2,229 175 9,805

 8 人権啓発費 5,976 △4 5,972 △4

787,234 12,205 799,439 2,229 175 9,801

一般会計

計

一般財源
国庫支出金 府支出金

計

補正前の額 補 正 額

その他

特　定　財　源

地方債

補 正 額 の 財 源 内 訳

計目

一般財源
国庫支出金 府支出金

計

補正前の額 補 正 額

その他

特　定　財　源

地方債

補 正 額 の 財 源 内 訳

計目

国庫支出金 府支出金 その他

特　定　財　源
一般財源

地方債
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計

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補 正 額



（単位：千円）

22 償還金、利 2,000      一般職給 436

子及び割引      職員手当等 418

料      職員共済組合等負担金 762

 会計年度任用職員人件費 10

     職員共済組合等負担金 10

（単位：千円）

 1 報酬 70  選挙事務費 534

 7 報償費 150      投開票管理者及び立会人報酬（国政選） 70

13 使用料及び 314      報償金 150

賃借料      機械器具使用料 314

（単位：千円）

 1 報酬 6,438  障害福祉関係事業費 3,760

 2 給料 △1,500      障がい福祉システム改修委託料 3,760

 3 職員手当等 2,029  補装具費 700

 4 共済費 803      補装具費 700

 8 旅費 △21  職員人件費 △2,610

12 委託料 3,760      一般職給 △1,500

19 扶助費 700      児童手当 △80

     職員手当等 △842

     職員共済組合等負担金 △188

 会計年度任用職員人件費 10,359

     会計年度任用職員報酬 6,438

     職員手当等 2,951

     職員共済組合等負担金 991

     費用弁償 △21

 8 旅費 △4  人権啓発事業費 △4

     普通旅費 △4

節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額

区　　分 金   額
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節

説　　   明



(款) 3 民生費 (項) 2 児童福祉費

 1 児童福祉総務費 3,809 146 3,955 145 1

 3 児童福祉施設費 1,836 3,072 4,908 3,072

200,816 3,218 204,034 145 3,073

(款) 4 衛生費 (項) 1 保健衛生費

 1 保健衛生総務費 116,856 1,907 118,763 1,907

 2 予防費 60,498 △823 59,675 △823

 5 水道費 94,231 0 94,231 11,600 △11,600

283,276 1,084 284,360 11,600 △10,516

(款) 5 農林水産業費 (項) 1 農業費

 1 農業委員会費 3,608 △47 3,561 △47

 2 農業総務費 40,952 409 41,361 409

一般会計

一般財源
国庫支出金 府支出金

計

補正前の額 補 正 額

その他

特　定　財　源

地方債

補 正 額 の 財 源 内 訳

計目

一般財源
国庫支出金 府支出金

計

補正前の額 補 正 額

その他

特　定　財　源

地方債

補 正 額 の 財 源 内 訳

計目

補 正 額

国庫支出金 府支出金 その他

特　定　財　源
一般財源

地方債
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計

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額



（単位：千円）

10 需用費 95  児童福祉関係事業費 146

17 備品購入費 51      消耗品費 95

     庁用器具費 51

14 工事請負費 3,072  ちびっこ老人憩いの広場維持管理費 3,072

     小吹台第４ちびっこ広場石積補強工事 3,072

（単位：千円）

 1 報酬 5,628  保健センター管理事業費 173

 2 給料 △3,801      修繕費 115

 3 職員手当等 △2,150      手数料 58

 4 共済費 △97  国民健康保険特別会計（施設勘定）繰出金 2,026

 8 旅費 128      国民健康保険特別会計（施設勘定）繰出金 2,026

10 需用費 115  職員人件費 △8,707

11 役務費 58      一般職給 △3,801

27 繰出金 2,026      児童手当 △105

     職員手当等 △3,467

     職員共済組合等負担金 △1,334

 会計年度任用職員人件費 8,415

     会計年度任用職員報酬 5,628

     職員手当等 1,422

     職員共済組合等負担金 1,237

     費用弁償 128

12 委託料 △823  健康増進法関連保健事業費 △823

     健康管理システム改修委託料 △823

（単位：千円）

 8 旅費 △47  農業委員会運営事務費 △38

     費用弁償 △38

 農業委員会事務局事務費 △9

     普通旅費 △9

 1 報酬 138  職員人件費 △24

 2 給料 △293      一般職給 △293

 3 職員手当等 508      職員手当等 207

 4 共済費 118      職員共済組合等負担金 62

節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額

区　　分 金   額

- 21 -

節

説　　   明



55,475 362 55,837 362

(款) 5 農林水産業費 (項) 2 林業費

 1 林業振興事業費 28,079 0 28,079 3,850 △3,850

28,079 0 28,079 3,850 △3,850

(款) 6 商工費 (項) 1 商工費

 1 商工総務費 13,515 △1,999 11,516 △1,999

 3 観光費 577,072 △3 577,069 △3

591,382 △2,002 589,380 △2,002

(款) 7 土木費 (項) 1 土木管理費

 1 土木総務費 175,903 4,205 180,108 4,205

175,903 4,205 180,108 4,205

一般会計

計

一般財源
国庫支出金 府支出金

計

補正前の額 補 正 額

その他

特　定　財　源

地方債

補 正 額 の 財 源 内 訳

計目

一般財源
国庫支出金 府支出金

計

補正前の額 補 正 額

その他

特　定　財　源

地方債

補 正 額 の 財 源 内 訳

計目

一般財源
国庫支出金 府支出金

計

補正前の額 補 正 額

その他

特　定　財　源

地方債

補 正 額 の 財 源 内 訳

計目

国庫支出金 府支出金 その他

特　定　財　源
一般財源

地方債

- 22 -

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補 正 額



（単位：千円）

 8 旅費 △62  会計年度任用職員人件費 433

     会計年度任用職員報酬 138

     職員手当等 301

     職員共済組合等負担金 56

     費用弁償 △62

（単位：千円）

（単位：千円）

 2 給料 △364  職員人件費 △1,999

 3 職員手当等 △895      一般職給 △364

 4 共済費 △740      職員手当等 △895

     職員共済組合等負担金 △740

 8 旅費 △3  観光振興費 △3

     普通旅費 △3

（単位：千円）

 1 報酬 △1,450  地域公共交通事業費 154

 2 給料 3,788      印刷製本費 154

 3 職員手当等 1,405  職員人件費 6,398

 4 共済費 446      一般職給 3,788

 8 旅費 △138      児童手当 △380

10 需用費 154      職員手当等 2,175

     職員共済組合等負担金 815

 会計年度任用職員人件費 △2,347

     会計年度任用職員報酬 △1,450

     職員手当等 △390

     職員共済組合等負担金 △369

     費用弁償 △138

節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額

区　　分 金   額

- 23 -

節

説　　   明



(款) 7 土木費 (項) 3 都市計画費

 1 都市計画総務費 7,488 1,000 8,488 1,000

156,433 1,000 157,433 1,000

(款) 8 消防費 (項) 1 消防費

 2 非常備消防費 15,893 1,779 17,672 1,561 218

 4 災害対策費 35,307 4,334 39,641 4,300 34

189,399 6,113 195,512 4,300 1,561 252

(款) 9 教育費 (項) 1 教育総務費

 1 教育委員会費 169,944 △9,220 160,724 △9,220

270,812 △9,220 261,592 △9,220

(款) 9 教育費 (項) 5 保健体育費

 3 学校給食費 60,739 800 61,539 800

83,341 800 84,141 800

一般会計

計

一般財源
国庫支出金 府支出金

計

補正前の額 補 正 額

その他

特　定　財　源

地方債

補 正 額 の 財 源 内 訳

計目

一般財源
国庫支出金 府支出金

計

補正前の額 補 正 額

その他

特　定　財　源

地方債

補 正 額 の 財 源 内 訳

計目

一般財源
国庫支出金 府支出金

計

補正前の額 補 正 額

その他

特　定　財　源

地方債

補 正 額 の 財 源 内 訳

計目

補 正 額

国庫支出金 府支出金 その他

特　定　財　源
一般財源

地方債

- 24 -

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額



（単位：千円）

12 委託料 1,000  都市計画事業費 1,000

     都市計画マスタープラン策定業務委託料 1,000

（単位：千円）

 7 報償費 1,779  消防団事業費 1,779

     報償金 1,779

12 委託料 4,334  災害対策費 4,334

     全国瞬時警報システム新型受信機更新事業委託料 4,334

（単位：千円）

 1 報酬 473  特別職給与 10

 2 給料 △4,962      職員共済組合等負担金 10

 3 職員手当等 △2,599  職員人件費 △10,296

 4 共済費 △2,024      一般職給 △4,962

 8 旅費 △108      児童手当 △100

     職員手当等 △3,200

     職員共済組合等負担金 △2,034

 会計年度任用職員人件費 1,066

     会計年度任用職員報酬 473

     職員手当等 701

     費用弁償 △108

（単位：千円）

10 需用費 800  給食センター管理運営事業費 800

     修繕費 800

節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額

節

説　　   明
区　　分 金   額

区　　分 金   額

- 25 -

節

説　　   明



給与費明細書



報　酬 給　料
期末
手当

地域
手当

その他
の手当

計

長　等 2 14,820 6,484 1,572 920 23,796 4,541 28,337

議　員 7 26,040 11,480 37,520 6,658 44,178

その他
特別職

27 2,751 2,751 2,751

計 36 28,791 14,820 17,964 1,572 920 64,067 11,199 75,266

長　等 2 14,820 6,484 1,572 920 23,796 4,531 28,327

議　員 7 26,040 11,480 37,520 6,658 44,178

その他
特別職

27 2,751 2,751 2,751

計 36 28,791 14,820 17,964 1,572 920 64,067 11,189 75,256

長　等 10 10

議　員

その他
特別職

計 10 10

(注)

　 農業委員会１４人、教育委員会４人である。

１ 長等の欄は、副村長不在のため村長と教育長である。

２ 議員の欄は、村議会議員である。

３ その他特別職の欄は、監査委員２人、選挙管理委員会４人、固定資産評価審査委員会３人、

比
　
較

職員数
(人）

補
正
後

補
正
前

      給　 与　 費　 明 　細　 書

１．特別職

区　分

給　 　　　与　　　 　費

共済費 合　計

（単位：千円）
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２．一般職
（１）総括 （単位：千円）

区　分
職員数 給　　与　　費

共 済 費 合　計
(人) 報酬 給料 職員手当 計

補正後 88(64) 122,937 332,303 363,457 818,697

△ 1,329 △ 1,947比　較 △1(3) 11,855 △ 11,756 △ 717 △ 618

142,437 961,134
補正前 89(61) 111,082 344,059 364,174 819,315 143,766 963,081

職員手当
の内訳

区　　分 扶養手当 地域手当 管理職手当 住居手当

補正前 8,070 34,049 13,392 4,572

通勤手当
特殊勤務

手当

補正後 8,640 33,416 13,596 4,014 6,841 12
7,987 12

比　較 570 △ 633 204 △ 558 △ 1,146 0

補正後 31,859 1,290 197,235 - 66,554

区　　分
時間外

勤務手当
管理職特別
勤務手当

期末勤勉
手当

単身赴任
手当

退職手当

比　較 741 0 105 - 0
補正前 31,118 1,290 197,130 - 66,554

職員手当 計

補正後 88(4) - 332,303 318,788 651,091

（単位：千円）

区　分
職員数 給　　与　　費

共 済 費 合　計
(人) 報酬 給料

117,858 768,949

通勤手当
特殊勤務

手当

比　較 △1(0) - △ 11,756 △ 6,090 △ 17,846

1233,416 13,596 4,014 6,841

補正前 89(4) - 344,059 324,878 668,937 121,131 790,068
△ 3,273 △ 21,119

補正前 8,070 34,049 13,392 4,572 7,987 12
補正後

0

区　　分
時間外

勤務手当
管理職特別
勤務手当

期末勤勉
手当

単身赴任
手当

退職手当

比　較 570 △ 633 204 △ 558 △ 1,146

8,640

補正前 31,118 1,290 157,834 - 66,554
補正後 31,859 1,290 152,566 - 66,554

（単位：千円）

区　分
職員数 給　　与　　費

共 済 費 合　計
(人) 報酬

比　較 741 0 △ 5,268 - 0

給料 職員手当 計

職員手当
の内訳

区　　分 扶養手当 地域手当 管理職手当 住居手当

-
補正前 - - - - - -

補正後 0(60) 122,937 - 44,669 167,606 24,579 192,185
補正前 0(57) 111,082 - 39,296 150,378 22,635 173,013

区　　分 扶養手当 地域手当 管理職手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務

手当

比　較 0(3) 11,855 - 5,373 17,228
 ※ 職員数欄（　）内は、パートタイム会計年度任用職員数を外書き
 ※ 職員手当は児童手当を除く

ア　会計年度任用職員以外の職員

イ　会計年度任用職員

比　較 - - 5,373 - -
補正前 - - 39,296 - -

補正後 - - - - -

区　　分

補正後 - - 44,669 - -

-

 ※ 職員数欄（　）内は、暫定再任用短時間職員、任期付短時間職員及びパートタイム会計年度任用職員数を外書き
 ※ 職員手当は児童手当を除く

 ※ 職員数欄（　）内は、暫定再任用短時間職員及び任期付短時間職員を外書き
 ※ 職員手当は児童手当を除く

比　較 - - - - -

時間外
勤務手当

管理職特別
勤務手当

期末勤勉
手当

単身赴任
手当

退職手当

1,944 19,172

職員手当
の内訳
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退職による減

△ 25,375

採用による増
退職による減
昇任等による増
その他の減

8,993
△ 15,748

2,482
△ 1,817

給　料 △ 11,756 

給与改定
に伴う
増減分

採用による増 7,634

その他の増 353

採用による増 19,012

その他の減 △ 125

昇任による増 3,120

13,563

0

昇給に伴う
増加分

3,120

退職による減

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

ア　全職員
区　分 増減額 増減事由別内訳 説　　　　明 備　　　　考

（単位：千円）

その他の
増減分

11,855

報　酬 11,855 

報酬改定
に伴う
増減分

0

採用による増 19,012

その他の減 △ 125
退職による減 △ 7,032

その他の
増減分

△ 14,876
採用による増 13,563

その他の減 △ 3,064

昇任による増 3,120

イ　会計年度任用職員以外の職員

職員手当 △ 717 
その他の
増減分

△ 717

（単位：千円）

制度改正
に伴う
増減分

0

採用による増 16,627
退職による減 △ 18,362
昇任等による増 2,482
その他の減 △ 1,464

ウ　会計年度任用職員
区　分 増減額

その他の
増減分

△ 6,090

0

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　　　　明 備　　　　考

その他の減 △ 3,064

職員手当 △ 6,090 

制度改正
に伴う
増減分

0

給　料 △ 11,756 

その他の
増減分

△ 14,876
採用による増

昇給に伴う
増加分

3,120

給与改定
に伴う
増減分

退職による減 △ 25,375

増減事由別内訳 説　　　　明 備　　　　考
（単位：千円）

その他の
増減分

5,373

職員手当 5,373 

制度改正
に伴う
増減分

0

その他の
増減分

11,855

報　酬 11,855 

報酬改定
に伴う
増減分

退職による減

△ 7,032

△ 2,614

0
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構成比
（％）

2

100

0.0

計

26

16

89

3 15 16.8

0

4

29.2

18.0

100

7

6

5

4

3

2

113.8

286,400

平均年齢（歳）

　ア　職員１人当たり給与

区　　　　　分 職員数 行　政　職 職員数 任期付職員

（３）給料及び職員手当の状況

304,125

平均年齢（歳） 43歳2月 61歳3月

※ 任期付職員とは、一般職の職員の給与に関する条例第3条の3給料表の適用を受ける職員【以下同じ】

※ 平均給与月額は、給料、職員手当（扶養手当、管理職手当、地域手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当）の平均値

40歳8月 61歳3月

補正前

平均給料月額（円）

89

310,398

4

261,542

平均給与月額（円） 372,220

補正後

平均給料月額（円）

87

304,212

5

245,100

平均給与月額（円） 365,542

高校卒 201,000 188,000

大学卒 225,600 220,000

　イ　初任給

区　分 行政職（円）
国の制度（円）

行政職（円）

　ウ　級別職員数

0.0

100

―

25.0

60.0

0.0

0.0

20.0

0.0

20.0

1

5

4

3

2

1

計

12

87

4

13

7

8

任期付職員行　政　職

7

6

構成比
（％）

7

6

5

4

5

13

6

12

14

25

級 級
職員数
（人）

13.8

16.1

28.7

4

―

職員数
（人）

100

4.5

14.6

7.9

9.0

5.8

14.9

6.9

2

7

6

5

1

3

0

補正後

区　　分

補正前

0.0

25.0

50.0

5

―

1

0

1

2

計

―

1

0

1

3

0

0

計
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（級別の標準的な職務内容）

区　分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級

行　政　職

主事、技
師、主事補
又は技師補
の職務

相当の経験
を必要とす
る主事又は
技師の職務

主査の職務 係長の職務 課長代理の
職務

課長の職務 部長の職務

任期付職員

主事又は技
師の職務

相当の経験
を必要とす
る主事又は
技師の職務

主査の職務 係長又は相
当の経験を
必要とする
主査の職務

課長代理の
職務

課長の職務

―

※4級は係長級を含む

 (単位：人）

補正後 号級数別
内訳

　5号級

　6号級

　エ　昇給

職 　員　 数  　 (Ａ）

昇給に係る職員数（Ｂ）

　1号級

0

1

　3号級

　2号級

　4号級

8

比率（Ｂ）/（Ａ）（％）

職 　員　 数  　 (Ａ）

昇給に係る職員数（Ｂ）

　1号級

　2号級

　3号級号級数別
内訳

　5号級 0

　6号級 0

　4号級 62

0

補正前

78.7%比率（Ｂ）/（Ａ）（％）

代表的な職種

行　政　職
区　　　　　　分

87

69

0

5

2

61

79.3%

89

70

0
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（単位：月分）

支給期別支給率

6月 12月

(1.2) (1.2) (2.4)

2.3 2.3 4.6

(1.2) (1.2) (2.4)

2.3 2.3 4.6

(1.2) (1.2) (2.4)

2.3 2.3 4.6

※（　）は再任用職員の支給率

（単位：月分）

　ク　特殊勤務手当

　オ　期末手当・勤勉手当

職制上による段階、職務の
級等による加算措置

区　分

　キ　地域手当

支 給 対 象 地 域 全地域

47.709

３５年勤続
の者

その他の加算措置等

＊2％～20％　加算

定年前早期退職特例措置
支給率等 47.709

区　分 最高限度

定年前早期退職特例措置

＊2％～45％　加算

２０年勤続
の者

支 給 率 10%

支 給 対 象 職 員 数 89人

国の指定基準に基づく支給率 10%

0.002%

支 給 対 象 職 員 の 比 率 1.1%

代表的な特殊勤務手当の名称
動物（犬、猫）の死体を処理する作業に従事する
職員の特殊勤務手当

住　居　手　当 同じ

通　勤　手　当 同じ

有

有

補正後

補正前

国の
制度

有

　ケ　その他の手当

区　　　　分 国の制度との異同

扶　養　手　当 同じ

支 給 総 額 に 対 す る 比 率

支給率計

国の制度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47.709 47.709

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

24.586875 33.27075

２５年勤続
の者
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